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研究成果の概要（和文）：平成24年5月、総務省自治財務局公営企業課は「地方公営企業会計制度の見直しについて」
を公表した。「見直し」では、いくつもの問題を抱える地方公営企業の現状を正確に分析し、会計数値を用いて今後の
あるべき方向性を見出すヒントにしようとする、総務省の強い意思が反映されている。本研究ではそこに記載されてい
る内容を渉猟するとともに、財務会計的な会計基準の改訂にとどまらず管理会計的な手法を積極的に導入することで、
地方公営企業の経営改革を実現する可能性について考察を行った。

研究成果の概要（英文）：In May, 2012, the Ministry of Internal Affairs and Communications issued the impor
tant papers about  "the review of the local government industry accounts system". By "the review," we anal
yze the present conditions of the local government enterprise with many problems exactly, and strong inten
tion of Ministry of Internal Affairs and Communications which is going to do it is reflected by a hint to 
find the directionality that there should be in the future using accounts numerical value.In this study,po
ssibility to realize management reform of the local government enterprise  by introducing administrative a
ccounting-like technique positively without remaining in the revision of financial accounting-like account
ing standards.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 地方公営企業会計制度の改訂は、民間の
企業会計基準の改訂に大きな影響を受けて
いる。わが国における企業会計基準の改訂は、
1990 年代後半の会計制度改革(いわゆる会計
ビッグバン)を契機としている。そして、2005
年の新会社法制定を反映した改正、さらには、
国際財務報告基準(ＩＦＲＳ)へのコンバージ
ェンス(収斂)による改正と、頻繁に基準が見
直されて今日に至っている。その結果、現在
企業会計では、連結決算重視主義、金融商品
の時価会計、固定資産の減損会計、税効果会
計、退職給付会計、キャッシュ・フロー計算
書、企業結合会計などの会計基準が導入され
ている。 
(2) これに対して、地方公営企業会計制度は
昭和 41 年以来大きな改正が行われていない
ため、企業会計と地方公営企業会計との乖離
が非常に大きくなっていた。しかし、収益性
だけでなく公益性にも配慮しなければなら
ない地方公営企業において、企業会計との比
較可能性を根拠に、会計基準を民間企業ベー
スに合致させる有意な理由は見当たらない。
それよりも、地方公営企業における会計基準
の改訂は、地方公営企業の「経営の見える化」
をより確実に推進する視点から必要とされ
るものであると、跡付けることを忘れてはな
らない。 
 地方公営企業会計基準の改訂はまた、地方
独立行政法人における会計制度の制定や新
地方公会計改革の推進とも無関係ではない。
地方独立行政法人化を選択する地方公営企
業が増加してきたことから、同種事業の団体
間比較のためには、地方公営企業会計基準と
企業会計原則に準じた地方独立行政法人会
計基準との整合を図る必要が生じている。ま
た地方公営企業会計は自治体の連結決算の
一部として大きな金額を占めており、一般会
計や特別会計などの普通会計を主たる対象
とする新地方公会計改革の取り組みに、歩調
を合わせることが求められている。 
 
２．研究の目的 
(1) 地方公営企業は、水道、下水道、交通、
ガス、病院等のインストラクチャーを経営し、
住民の暮らしを支える重要な行政サービス
の提供主体である。地方公営企業は一般会計
で提供される行政サービスとは異なり、サー
ビス提供の中立性や公平性だけではなく、効
率性や収益性が求められる経営体である。地
方公営企業の経営は、利用料収入による経営
を原則としているが、一般会計をはじめとす
る他会計からの繰出金も多額にのぼってお
り、その金額は平成 24 年度決算では約 3.2
兆円に達している。繰出金のなかには、たと
えば、一般会計から下水道事業会計への雨水
に関する繰出金のように、単純に経営の赤字
補填と割り切れないものもある。地方公営企
業の抱える課題は、こうした経営の実態を適
切に開示できる会計基準を通じて、解決する

ことができる。 
(2) 地方公営企業で看過できないのが施設や
装置の更新問題である。高度成長期以降急速
に整備された地方公営企業の関連施設が大
量更新の時期を迎えているのである。今日的
な課題としてさらに、耐震対策も求められて
いる。しかも、国も地方も財政は厳しい状況
にある。人口減少傾向が続く状況下で、適切
な維持管理や更新をどのように行っていく
かという視点もまた、求められよう。こうし
た問題に対峙していく時、地方公営企業には
短期的な視点に加えて、中長期的な経営方針
の策定が求められる。単年度収支だけを見て
いても、現在の資産や負債、コストなどの全
体像を把握することはできないし、将来の収
支予測も困難だからである。 
(3) 平成 24年 5月、総務省自治財務局公営企
業課は「地方公営企業会計制度の見直しにつ
いて」(以下「見直し」という)を公表した。「見
直し」では、いくつもの問題を抱える地方公
営企業の現状を正確に分析し、会計数値を用
いて今後のあるべき方向性を見出すヒント
にしようとする、総務省の強い意思が反映さ
れている。本研究の目的は、そこに記載され
ている内容を渉猟するとともに、財務会計的
な会計基準の改訂にとどまらず管理会計的
な手法を積極的に導入することで、地方公営
企業の経営改革を実現する可能性について
考察することにある。 
 
３．研究の方法 
研究に当たっての基本的な方法は、企業会
計原則の考え方を最大限取り入れたものと
すること、地方公営企業の特性等を適切に勘
案すること、そして、地域主権改革に沿った
ものとすることである。地方公営企業として
の特殊性(公平性と収益性)を加味しつつ、現
代的な会計理論に裏打ちされた会計制度を
構築し、それをもって地方公営企業が活動す
る地域社会での貢献を企図できる内容に、諸
般の見直しが求められているのである。本研
究で、考察の対象とされた主要項目は次の 10
個である。 
①借入資本金の負債計上 
②みなし償却制度の廃止と繰延収益の償却 
③引当金計上の義務付け 
④繰延延資産の廃止とたな卸資産の見直し 
⑤減損会計の導入 
⑥リース会計の導入 
⑦セグメント情報の開示を導入 
⑧キャッシュ・フロー計算書の作成義務付け 
⑨勘定科目等の見直し 
⑩組入資本金制度の廃止(資本制度の見直し
の積み残し) 
本研究では、この１０個の見直し内容につい
て、その概要を「経営の見える化」の視点か
ら整理した。 
 
 
 



４．研究成果 
(1) 他人資本と自己資本の峻別―借入資本
金の負債計上……貸借対照表の貸方(右側)
は長期拘束資金の調達源泉を示し、借方(左
側)はその運用形態を示すというのが、貸借
対照表の構造を理解する基本である。そして、
貸方は大きく他人資本(負債)と自己資本(純
資産)に区別され、経営体の財政健全化のた
めには、より多額の自己資本を確保すること
が一般的には重要と考えられている。借入資
本金とは、建設や改良などの事業を行うため
に発行された企業債や同様の目的のために
他会計から借入れた長期借入金のことをい
う。企業債も長期借入金も、その償還のため
の財源は料金収入だけでなく一般会計等か
らの繰出金(＝出資と考えることもできた)
で確保されることから、借入資本金は民間企
業の資本金に近い性質があると解釈され、こ
れまでは「借入資本金」として資本の部に計
上されてきた。この会計処理や解釈について
は、特に会計研究者から長年多くの疑問が提
示されてきた。借り入れ資本金の本質は、建
設等投資のための財源確保としての借り入
れであり、返還義務が生じる点で自己資本と
は本質的に異なる性質を有している。「見直
し」では、この当然ともいえる部分に着目し、
借入資本金が貸借対照表上負債として掲載
されるようになっている。負債計上に当たっ
ては、建設または改良等に充てられた企業債、
および、他会計長期借入金については、他の
借入金と区分掲記することとされ、また、負
債のうち後年度一般会計負担分については、
その旨を注記することとされた。こうした見
直しにより、流動比率や長期固定適合率など
の経営分析指標が、地方公営企業本来の姿を
示す数値として算出されることになる。 
(2) みなし償却制度の廃止と繰延収益の償
却……地方公営企業が補助金等により取得
した固定資産について、これまでは補助金相
当金額について減価償却を行わない「みなし
償却」が任意で認められていた。「みなし償
却」は、補助金相当額を控除した金額を帳簿
価額とみなして減価償却を行う方法である。
みなし償却が採用された結果、当該資産が除
却等されるまで、補助金相当額の固定資産が
貸借対照表に計上され続けるという問題点
が残された。取得原価に相当する帳簿価額で
減価償却を行い、補助金部分についても減価
償却の耐用年数と同じ年数で償却を行うと
いうのが正しい会計処理である。こうした明
らかな会計処理の誤りが、長期間修正される
ことなく、みなし償却の実務として展開され
てきたのである。この影響で除却が行われて
いない資産については、すでに償却済の資産
であるにもかかわらず、補助金相当額分の金
額が資産として貸借対照表に過大に表示さ
れるという悪影響も生じていた。公営企業に
おける資産形成には多額の補助金が充当さ
れている。この補助金部分が資産と資本の部
に両膨らみの状態で計上されていては、適正

に事業内容の「経営の見える化」を実現する
ことはできない。さらに、みなし償却はその
採用が任意とされていたことから、公営企業
間の比較可能性を損なうという問題まで生
じさせていた。みなし償却の廃止は、「経営
の見える化」と「財務諸表の比較可能性」を
担保するあるべき方向への改訂と跡付ける
ことができる。ところで、みなし償却の廃止
と関連付けて理解しなければならないのが、
今回新たに設けられた繰延収益の計上であ
る。補助金相当部分を控除した金額を料金収
入に転嫁する手段としてみなし償却が認め
られてきた事情や根拠には、現在でも妥当性
がある。みなし償却の課題は、原価に参入さ
れる減価償却費の計算ではなく、貸借対照表
における資産価額と補助金の残高にあると
いう点に留意する必要がある。「見直し」で
は、みなし償却制度の趣旨を引き続き実現す
るための方法として、これまで資本剰余金に
整理されていた補助金等を負債の部に繰延
収益として計上し、そこから毎年補助金等に
相当する部分を減価償却にあわせて収益化
する「繰延収益の償却」が新たに導入されて
いる。この方法を採用した場合には、従来の
みなし償却制度と同じ純損益となる。移行に
あたっては、現在の資産価値の実態を適切に
表示するために、旧みなし償却規定を適用し
ていた資産について、旧みなし償却規定を適
用していなかった場合の帳簿価額となるよ
うに再計算が必要となる。また、過年度に取
得した固定資産に対して交付された補助金
等が資本剰余金として計上されている場合
には、当初から補助金等が収益化されていた
状態になるように移行に伴い再計算が必要
となる。またこれらの経過措置として、諸計
算を個々の資産ごとではなく、国庫補助事業
等の単位ごとに取得資産をグループ化して
計算する方法(総合償却)が認められている。
さらに、移行処理が簡便的な方法によっても
なお困難な事情がある場合には、引き続き旧
みなし償却規定を適用することが「見直し」
で認められている。 
(3) 引当金計上の義務付け……地方公営企
業では従来、退職給与引当金と修繕引当金の
任意計上が認められていたが、「見直し」に
よって退職給付引当金の計上が義務化され、
それ以外の引当金についても、引当金の要件
を踏まえた上で必要があるものについては
計上することとされた。地方公営企業では今
後、賞与引当金、修繕引当金、特別修繕引当
金、貸倒引当金などについて、引当金設定の
要件を加味した会計処理が求められること
になる。企業会計原則注解１８では「将来の
特定の費用又は損失であって、その発生が当
期以前の事象に起因し、発生の可能性が高く、
かつ、その金額を合理的に見積ることができ
る」場合には、その額を負債または資産に計
上するとともに、毎事業年度所要額の引当を
行うことで、適正な期間損益計算と財政状態
の表示を行うことが求められている。各種の



引当金の計上は次のような考え方により検
討されることになる。 
退職給付引当金……退職給付引当金の算
定方法は、実務上の負担を考慮して期末要支
給額によることができる。期末要支給額とは、
期末現在において全従業員が退職すると仮
定した場合に、退職金規定等に従って計算さ
れる支給額合計をいう。引当てに際しては一
般会計と地方公営企業会計の負担区分を明
確にした上で、地方公営企業会計負担職員に
ついての引当てが義務付けられている。また、
計上不足額については、適用時点での一括計
上(特別損失)が原則とされている。ただし、
その経営状況に応じ、当該地方公営企業職員
の退職までの平均残余勤務年数の範囲内(最
長 15 年以内)での対応を可としており、その
場合には注記が必要となる。なお、退職給付
引当金に相当する額を一定事業年度に分割
して費用計上する場合、企業会計での扱いを
斟酌し、費用処理期間が５年以内であり、か
つ、費用処理額に金額的重要性がある場合に
限り、特別損失として計上することが認めら
れている。５年より長期に渡る場合には営業
費用での計上となる。 
賞与引当金……事業年度末に在籍する職
員に対して支給が見込まれる期末手当・勤勉
手当のうち、当期の負担に属する金額を賞与
引当金として計上する。なお、賞与に対して
発生するものであることから、期末手当・勤
勉手当に伴う法定福利費についても引当金
として引き当てる点に留意が必要である。 
貸倒引当金……貸倒引当金とは、期末に、
受取手形、売掛金、貸付金などの将来の金銭
債権の貸倒れに備えて、次期以降における貸
倒見積額を費用として計上するための勘定
科目である。たとえば、民間企業の金融商品
会計では債権を、債務者の財政状態及び経営
成績等に応じて、①一般債権、②貸倒懸念債
権、③破産更生債権等の 3 種類に分類して、
それぞれに対して貸倒見積高を計算するこ
ととしている。ここにおいて、一般債権とは
「経営状態に重大な問題が生じていない債
務者」に対する債権をいう。また、貸倒懸念
債権とは「経営破綻の状況には至っていない
が、 債務の弁済に重大な問題が生じている
か又は生じる可能性の高い債務者」に対する
債権をいう。そして、破産更正債権等とは「経
営破綻又は実質的に経営破綻に陥っている
債務者」に対する債権をいう。地方公営企業
においては、利用料収入による経営を原則と
しており、利用料の未収入金等の債権に対し
て貸倒引当金を計上することになるため、
個々の企業の独自の実状に応じて当該3種類
の分類が必要となる点に留意が必要である。
特別修繕引当金……特別修繕引当金とは、数
年に1度大規模な修繕が必要となる特定の固
定資産に対して計上する引当金のことであ
る。従来、特別修繕引当金は、修繕引当金の
概念に含まれていたが、今回の見直しにより
修繕引当金と特別修繕引当金の概念は区別

されることになった。特別修繕引当金は法令
上の義務付けがある等修繕費の発生が合理
的に見込まれるものに限り計上することと
されている。修繕引当金……修繕引当金とは、
当期に使用していた設備や機械等について、
毎年行われるはずの通常の修繕が何らかの
理由で行われなかった場合に、将来修繕が行
われる時の修繕費用に対して設定されるも
のである。従来の修繕引当金は、「当該事業
年度前数事業年度における修繕費実績額の
平均額又は当該企業の当該事業年度におけ
る資産の帳簿原価の一定割合の額」を計上す
ることが認められていた。見直し後は「修繕
が事業の継続に不可欠な場合等、修繕の必要
性が当該事業年度において確実に見込まれ
るものに限り計上する」こととされており、
修繕引当金の性質に変化があった点に留意
が必要である。 
(4) 繰延資産とたな卸資産の見直し…… 
繰延資産は、その効果が次年度以降に継続す
ることが前提となるが、計上基準や計上範囲
が不明確な場合もあって、その資産性に従来
から疑義が存在していた。企業会計において
もすでに繰延資産の計上は創立費や開業費
等の５項目に限定列挙されていることから、
地方公営企業に関連する事業法において認
められる項目(鉄道事業における多額の災害
損失など)をのぞき、今後、新たな繰延資産
の計上が一切認められなくなった。なお「見
直し」では、現在、繰延勘定に計上されてい
るもの(控除対象外消費税を除く)について
は、償却を終えるまで従前の例によることと
され、控除対象外消費税については、引き続
き繰延経理が認められるが、既往分について
は会計基準見直し時点で繰延資産から固定
資産に振り替えることとされた。また、たな
卸資産は原則として取得価額で計上されて
いたが、たな卸資産の実態を適切に表示し財
政状態をより適切に表示するため、時価が帳
簿価額より下落している場合には、当該時価
を貸借対照表価額とすることとされた。ただ
し、事務用消耗品等の販売活動および一般管
理活動において短期間に消費されるべき貯
蔵品等、当該金額の重要性が乏しい場合の評
価は、低価法によらないことができるとされ
た。資産の本質は利用価値あるいは販売価値
である。繰延資産の見直しは利用価値のない
資産の計上を抑制し、たな卸資産の見直しは
販売価値の下落した資産の適正評価を求め
るものである。いずれも、資産価額の適正化
という観点から、「経営の見える化」に貢献
する会計基準の変更と整理することができ
る。 
(5) 減損会計の導入…今回の「見直し」にお
いて最も重要な改訂の一つが減損会計の導
入である。固定資産の減損とは、資産の収益
性の低下により投資額の回収が見込めなく
なった状態であり、減損処理とは、そのよう
な場合に、一定の条件の下で回収可能性を反
映させるように帳簿価額を減額する会計処



理をいう。固定資産の減損会計を導入するこ
とにより、①固定資産の帳簿価額が実際の収
益性や将来の経済的便益に比べ過大となっ
ている場合に、過大な帳簿価額を適正な金額
まで減額できる、②地方公営企業の経営成績
を早期に明らかにすることができるように
なり、経営成績に問題がある地方公営企業に
対しては、早期の措置を講じることが可能と
なる等のメリットがある。減損会計は、バブ
ル経済崩壊以降、民間企業の設備に過剰や陳
腐化が生じた状況を捉まえ、遊休資産等を貸
借対照表に計上できないように進められた
会計処理である。すでに企業会計や地方独法
会計においては導入されており、多額の固定
資産を保有する地方公営企業においても、財
政状態を適正に表示する目的で導入され、
「経営の見える化」の促進に一役を果たすこ
とになった。減損の兆候の有無に関して、業
務活動から生ずる損益やキャッシュ・フロー
が継続してマイナスになっているかどうか
を判定する場合には、一般会計からの繰入金
や長期前受金戻入は、原則として収益または
キャッシュ・フローとしてカウントすること
になっている。しかしこの処理では、料金収
入の不足額を一般会計繰入金等で埋めてい
る現状を鑑みると、減損の兆候の判定の段階
で減損の兆候がないと判定される地方公営
企業がほとんどであると推測される。この点
については「見直し」の内容について、さら
に踏み込んだ再検討が必要である。ところで、
固定資産の減損処理は、事業用資産の過大な
帳簿価額を減額し、将来に損失を繰り延べな
いために行われる会計処理である。必要以上
に料金収入の不足額が一般会計繰入金等で
賄われている場合には、当該企業は実質的に
は業務活動から生ずる損益またはキャッシ
ュ・フローは継続してマイナスとなっている
はずである。このような企業では、減損損失
の認識の判定まで進めて、将来キャッシュ・
フローの算定を通じて現実的かつ合理的な
事業計画を作成すべきである。将来への損失
の繰り延べの回避や継続企業の前提の観点
からは、これこそが、経営判断に不可欠な基
礎資料となる。さらに、固定資産の減損処理
を行った資産については固定資産の減損処
理後の帳簿価額をその後の事業年度にわた
って適正に原価配分することとなる。そのた
め、一度減損処理を行うと、その後の事業年
度については、減価償却費の負担が小さくな
ることから、料金改定等の際には留意が必要
である。減損対象となった資産の償却費を誰
が実質的に負担するかという問題は、減損処
理とは別個に、その原因を追究し負担者を決
定するなどの考察が求められることになる。
なお、見積りの変更に伴い減損損失が減額さ
れた場合でも、減損損失の戻し入れは行わな
いという点にも注意が必要である。 
(6) リース会計の導入……リース取引とは
特定の物件の所有者たる貸手が、当該物件の
借手に対し、リース期間にわたりこれを使用

収益する権利を与え、借手は合意されたリー
ス料を貸手に支払う取引のことをいう。従来、
リース取引は実際にリース料を支払った際
に費用(賃貸料)として処理されていた(オペ
レーティング・リース)が、「見直し」では賃
貸借契約であっても、その経済的実態が、物
件の売買を行ったときと同様である場合に
は、売買を行ったかのように会計処理を行う
リース会計(ファイナンス・リース)が導入さ
れることになった。ファイナンス・リースと
は、ノンキャンセラブル(リース期間中、実
質的に中途解約不能である)と、フルペイア
ウト(リース物件からもたらされる便益・コ
ストをすべて借手が享受・負担する)の２つ
の要件をいずれも満たすリース取引をいう。
リース期間経過後に所有権が借手に移転す
る場合を所有権移転ファイナンス・リース、
移転しない場合を所有権移転外ファイナン
ス・リースという。また、ファイナンス・リ
ースに該当しないリース取引をオペレーテ
ィング・リースという。それぞれのリース形
態に適用する会計処理は、ファイナンス・リ
ース取引については、基本的に売買処理、オ
ペレーティング・リース取引については、賃
貸借処理となる。なお、重要性に応じてリー
ス料のうちの利息相当額の取扱いや、リース
資産の減価償却の方法に簡便的な処理が認
められるなど、詳細なルールが定められてい
る。  
(7) セグメント情報の開示を導入……セグ
メント情報とは、売上高、売上総損益、営業
損益、経常損益その他の財務情報を事業の種
類別、所在地別等のセグメントに集約した情
報をいう。地方公営企業は、業績評価のため
の情報提供によって議会や住民に対する説
明責任を果たす観点から、その業務の内容が
多岐にわたる場合、区分あるいは開示内容に
ついて、適切なセグメントに係る財務情報を
開示することが求められる。また、 企業経
営の面からみても、経営分析を多面的に行う
ためのツールとして、セグメント情報は有用
であることが多い。セグメント情報等の開示
に関する会計基準に明記されている事業セ
グメントは、企業の最高経営意思決定機関が、
当該構成単位に配分すべき資源に関する意
思決定を行い、また、その業績を評価するた
めに経営成績を定期的に検討していること
が要件の一つとされている。地方公営企業に
おいては、事業単位の有無も含め、各地方公
営企業において判断することとし、企業管理
規程で区分方法を定めるものとされている。
固定資産の減損に係る会計基準の適用指針
73 項によれば、連結財務諸表における資産グ
ループは、どんなに大きくとも、事業の種類
別セグメント情報における開示対象セグメ
ントの基礎となる事業区分よりも大きくな
ることはないと考えられている。地方公営企
業においてもセグメント情報の開示を行う
ために、地方公営企業が抱えるさまざまな事
業をどのようにセグメンテーションし、管理



し、権限や責任の付与をどのように行うかと
いう管理会計上の概念が今後重要になると
考えられる。開示すべきセグメント情報とし
ては、セグメントの概要、営業収益、営業費
用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負
債、その他の項目が想定されることになる。 
 
(8) キャッシュ・フロー計算書の作成義務付
け……キャッシュ・フロー計算書は、一会計
期間におけるキャッシュ・フロー(資金の増
加や減少)の状況を、一定の活動区分別に表
示するものである。発生主義を採用している
地方公営企業会計においてはこれまで、資金
の流れの把握は、予算の段階では資金計画と
して求められていたが、決算段階では何も要
求されていなかった。しかし、発生主義会計
が採用されると、収益や費用の認識のタイミ
ングと収入や支出の認識のタイミングに差
異が生じることから、資金の変動に関する情
報を入手するためのツールとして、キャッシ
ュ・フロー計算書が不可欠となる。「見直し」
でも、発生主義会計のもとで、現金の収入・
支出(資金の変動)に関する情報を得ること
が可能となるため、作成が義務付けられるこ
とになった。 
(9) 勘定科目等の見直し……「見直し」では、
民間企業の会計基準改正の方向性も踏まえ
ながら、地方公営企業に関する経営情報が一
層適切に財務諸表上開示されるように勘定
科目の見直し等が図られた。また、重要な会
計方針等を注記し、これらの事項を注記した
書類を添付しなければならないとされてい
る。 
(10) 組入資本金制度の廃止……「見直し」
では、減債積立金を使用して企業債を償還し
た場合、あるいは、建設改良積立金を使用し
て建設改良を行った場合等に、その使用した
額に相当する額を資本金へ組み入れる制度
(組入資本金制度)が廃止とされた。相当額は、
資本金ではなく未処分利益剰余金となる会
計処理が採用されることになっている。この
変更は、借入資本金の廃止と同様に、減債基
金等への積立額を出資に類似（相当）するも
のとはせず、未処分利益剰余金の増加と考え
る思考から導き出されたものである。増加し
た未処分利益剰余金の取扱いは、未処分利益
剰余金の処分として、条例または議会の議決
により決定することとされている。組入資本
金制度の廃止は、会計理論的には資本と利益
（元本と果実）を明確に識別し、適正な利益
額（利益剰余金を含む）等の算定を可能にし
ている。従来の地方公営企業会計制度は、資
本の概念を非常の広範囲に捉える傾向が顕
著であった。今回の「見直し」はこうした傾
向を是正し、公営企業の「経営の見える化」
を確実に推進するものと理解されるのであ
る。 
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